
喀痰吸引等業務に関する登録事務の都道府県から指定都市への権限移譲 

１ 提案の概要 

  指定都市域内の介護事業所において介護職員が行う喀痰吸引、経管栄養の業務（以下「喀痰吸引

等業務」という。）に関する登録事務を、都道府県から指定都市に権限移譲する。 

※ なお、喀痰吸引等業務を行うための研修を修了した介護職員の認定事務（認定特定行為業務 

従事者証の交付を含む。）は、引き続き、都道府県の事務とする。 

２ 提案に至った経緯（具体的な支障事例） 

広島市内の介護事業所において、平成 28 年に、医療行為である喀痰吸引等業務を、認定を受けてい

ない職員が、業として当該医療行為を行った事案があった。

このケースでは、内部通報により問題が発覚し、指導を行うことができたが、社会福祉士及び介護福

祉士法上は、喀痰吸引等業務に関する登録事務は都道府県の事務とされているため、指定都市には、認

定を受けた介護職員の情報が入るようになっていない。

このため、介護保険法上、指定都市に介護事業所への立入検査権限及び処分権限はあるものの、現状

では、喀痰吸引等業務に関する登録事務の権限を都道府県が有していることから、広島県と一緒に検査

に入らざるを得ず、日程調整など事前準備に時間を要すこととなり、迅速な対応が困難となっている。

ついては、喀痰吸引等業務の登録に関する事務を都道府県から指定都市に移譲し、指定都市単独で対

応できるようにしていただきたい。 

３ 制度の概要 

⑴ 事業者が登録を受けることでできること

登録を受けた事業所は、喀痰吸引等業務を行うための認定を受けた介護職員により、医師の指示

のもと、喀痰吸引等業務を行うことができる。

⑵ 登録を受けるための要件

別紙のとおり；介護職員等による喀痰吸引等の実施について〔福祉・介護事業所の皆さんへ〕 

⑶ 登録事務の権限を有している自治体（現在は、都道府県）ができること

登録した介護事業所に対し、介護職員が行う喀痰吸引等業務が、適切に実施されているか社会

福祉士法及び介護福祉士法に基づき、報告を求めたり立入検査等を行うことができる。 

４ 提案の実現による効果（メリット） 

○ 喀痰吸引等業務を行うことができる介護職員の情報が指定都市に一元化されることにより、他の

検査と併せて、喀痰吸引等業務がきちんと資格を持つ職員によって行われているか検査、指導する

ことで、業務の適正化に繋がる。 

○ 都道府県と事前協議を行うことなく介護事業所へ検査に入ることができるため、喀痰吸引等に関

する不適正な業務を認知した場合には、介護事業所に即座に是正するよう指導を行うこができるた

め、迅速な利用者保護が図られるとともに、介護記録の改ざんなど証拠隠滅を防ぐことができる。 
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